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監訳者から日本企業への提言 
アジャイル変革は20年以上前から重要視されてきたが、世界中の企業を見渡しても対応は十分

に進んでいない。「Doing Agile（アジャイルを実行している）」はできていても、「Being Agile（ア
ジャイルである）」はオペレーティングモデルやカルチャーの変革が伴いハードルが高いためだ。日
本にも同じ課題に直面している企業は少なくないだろう。

アジャイルな組織・オペレーションの中で、サービスの収益を大きく左右する重要な要素は意思
決定のスピードと品質である。ビジネス環境の変化に迅速に対応するには、スピードを殺すことな
く予算執行や優先順位を判断する必要があるためだ。

ただ、かねてから日本企業は意思決定の遅さが大きな課題とされており、特に丁寧な根回しを
求められがちな伝統的日本企業にとってアジャイル変革は難易度が高い。そこで、まずは意思決定
の権限を現場に委譲することを提案したい。これが変革への第一歩であり、「Being Agile」のハー
ドルを越えるためのステップでもある。権限を現場に移譲した上で、意思決定や予算執行を迅速に
行うための新しいオペレーティングモデルに移行することにより、変化の速いビジネス環境に対応
できるアジャイルな組織に進化していくことが可能になる。

日本企業の中でも、実際に動き出した企業は存在する。規制が強い製造業界やヘルスケア・製
薬業界においても、意思決定の権限を現場に下ろしてデジタルサービスの企画・開発とリリースを
アジャイルで迅速に回していくなど、アジャイル変革に取り組む企業が出てきた。道のりは長く険し
いが、このように一定以上の成果を出せている企業もあるので、是非、変革への第一歩を踏み出し
ていただきたい。

PwCコンサルティング合同会社
ストラテジーコンサルティング　ディレクター

桑添 和浩
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PwCコンサルティング合同会社のパートナー。テクノロジーストラテジーのリード。ハイテク製造業、通信
業界を中心にさまざまな業界の幅広い業務領域にて、25年超で150件以上のコンサルティング経験を有
しており、企業戦略、事業戦略、技術戦略、デジタル戦略、IT戦略、マーケティング・営業、調達、サプライチ
ェーンを専門領域としている。

PwCコンサルティング合同会社Strategy&のディレクター。IT関連企業、総合電機メーカー、金融機関、
サービス業、官公庁に対する、全社変革、事業・成長戦略などのコンサルティング経験を有する。近年は、
テクノロジーをコアとした新規事業の立ち上げや社会変化に対応するシナリオプランニング、企業の変革
をテーマとしたコンサルティングに積極的に取り組んでいる。

PwCコンサルティング合同会社のディレクター。IoT、デジタルツイン、アナリティクス、AI、アジャイルなど
のデジタル技術を活用したデジタルトランスフォーメーション（DX）の戦略策定から実行までのコンサル
ティング業務に従事。現在は製造業、建設業、エネルギー業、医薬業などに対してDX構想策定やDXアー
キテクチャ策定、エンタープライズアジャイル変革のコンサルティングサービスを提供している。

問い合わせ先

PwCコンサルティング合同会社　
ストラテジーコンサルティング（Strategy&）

www.strategyand.pwc.com/jp

http://www.strategyand.pwc.com/jp
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アジャイルの時代 
組織が事業活動を行っている環境は厳しさを増している。この「VUCA（変動性、不確実性、複

雑性、曖昧性）」の世界では、コスト圧力の上昇、テクノロジーの急速な進化、デジタルネイティブ顧
客の急速な嗜好の変化、創造的破壊力を持つフィンテック企業の急成長などが当たり前のものと
なっている。

こうした流れもあり、環境変化に組織が機敏に対応する「アジャイル」という概念やアプローチ
への注目度合いが高まった。アジャイルはもともとソフトウェア開発の分野で生まれた言葉で、高品
質のソフトウェアをより効率的に提供するために、組織の柔軟性と連携の密度を向上させ、ITとビジ
ネスをより緊密に組み合わせることを目的としていた。反復型開発を基礎とし、頻繁なコミュニケー
ション、継続的なフィードバック、機能横断的なチームによる適応計画を重視するのが特徴だ。こう
した概念や取り組みが従来の計画主導型の方法に代わるものとして急速に台頭した。 

2001年に業界の専門家がアジャイルの基盤となる原則と価値観を「アジャイルマニフェスト」に
まとめたことで、幅広い組織で採用されるようになった。アジャイルという概念はソフトウェア開発
やITアプリケーションの枠を超えて発展し、組織のあらゆるドメインと階層レベルへの大規模な実
装に適した包括的なビジネス組織のツールキットへと進化している。 

Strategy&のアジャイルトレンド指数は、アジャイルに対する一般の関心度を評価することで進化
の根拠を示している。この調査結果では、近年アジャイルへの関心が著しく高まっているほか、認識
が顕著に変化していることが明らかになった。アジャイルは、従来の単なるソフトウェア開発の概念
の境界を超え、企業カルチャーやリーダーシップの観点から何が必要かという問いによって補完さ
れた、組織の包括的かつ総合的なオペレーティングモデルを包含する極めて重要なアプローチとし
て捉えられるようになった（次ページの図表1参照）。アジャイルの普及は、技術の進歩や新型コロ
ナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミック下の新しい働き方の出現にも後押しされている。企
業は、イノベーションを促進して競争力を維持するためにテクノロジーへの依存度を高めるととも
に、魅力的な雇用主であり続けるために新しい労働モデルを採用する必要性に迫られており、ア
ジャイル手法の重要性を認識している。一方では、急速に変化する環境に効果的に適応するため
に、他方では、「Doing Agile（アジャイルを実行している）」から「Being Agile（アジャイルである）」
に移行するために。



アジャイルは、単なるソフトウェア開発の概念としての従来の境界
やイメージを超え、組織の包括的かつ総合的なオペレーティングモ
デルを包含する極めて重要なアプローチとして捉えられるように
なった
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検索トレンドによると、アジャイルへの関心が一貫して高いことが分かる。
近年、IT以外の分野へアジャイルを適用することに対する関心が著しい高まりを見せている。

レベル 2: アジャイルガバナンス

レベル 3: アジャイルなリーダーシップとカルチャー
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レベル 1: アジャイルな働き方

1 全世界を対象とした2011年1月から2023年5月までのGoogleトレンド分析 
2011年を基準（=100）として、レベルごとに選定された検索項目の5カ月移動平均に基づいて算出 
出所：Google、Strategy&分析

このように、アジャイルは取締役会レベルでの最大の関心事となっている。経営幹部は、市場投
入までの期間短縮、提供する製品の品質向上、より一層の顧客中心主義の徹底、雇用主としての
魅力の強化といった、組織の戦略目標達成にこの概念をどのように役立てられるかを考え抜くこと
が求められている。

図表1
アジャイルトレンド指数
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出所：Strategy&分析

アジャイルなリーダー
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アジャイルガバナンス

アジャイルな
働き方

価値観に基づく強力なビジョンを構築し、
オペレーティングモデルの指針として
機能の横断性と透明性を取り入れる

意思決定プロセスを分散化させること
で、スピード型、フロー型、拡張型の価
値創造を可能にする

持続的な価値創造に注力
するための適切な手法と
ツールの適用

相互依存関係

ビジョンと
目標

アジャイルな
KPI／OKR

チーム／
拡張型の体制

ポートフォリオと
プランニング
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GitLab スクラムバン Azure エクストリームプログラミング

カンバン Jenkins

BTX

Miro リーン Jira

スクラム デザイン思考 Trello スクラムXP

役割

価値観

原則

予算編成

図表2
アジャイル・オペレーティング・モデル

目標に沿った統一的な理解を得ることは難しい。達成すべき目標によって、変革の範囲と道筋が
異なってくることの理解が重要である。また、たとえメリットが明確でも、大規模にアジャイルを導入
することは難しく、時間がかかる。認知度の高いフレームワークや変革をチームレベルで実施するだ
けでは不十分であり、組織全体のカルチャーやリーダーシップ、ガバナンス、働き方の変革などで構
成される。このため、個別の組織ごとにカスタマイズされたアジャイル・オペレーティング・モデルを
見出す必要がある（図表2参照）。

最も難しいのが、アジャイルなリーダーシップとカルチャーの醸成だ。企業全体のマインドセッ
トとリーダーシップスタイルを徹底的かつ持続的に変革する必要があり、多大な時間と労力がか
かる。ただ、アジャイルの原則と価値観に沿ったリーダーシップとカルチャーがない場合、変革の
メリットは限定的なものにしかならない。アジャイルには、自律性、信頼、コラボレーションを促す
ようなマインドセットの転換とそれを支える組織カルチャーが必要となる。
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調査結果の概要 

1.アジャイル変革の状況  

アジャイルは、通信／テクノロジーのような最新技術に精通し高度にデジタル化された業界、規制
の厳しいヘルスケア・製薬業界、ハードウェア主流の製造業界を含め、あらゆる業界の企業にとっ
て重要なテーマである。

2.アジャイル・オペレーティング・モデル 

アジャイルが持つ可能性を最大限に活用している企業は約30％に過ぎない。「Doing Agile」であ
ることと「Being Agile」であることには根本的な違いがあり、メリットのほとんどは「Being 
Agile」であることから得られる。

3.アジャイルなリーダーシップとカルチャー  

アジャイル変革に対するトップマネジメントのコミットメントは、全ての階層で等しく認識されてい
るわけではない。しかし、アジャイル変革を成功させるには、リーダーシップの強力なコミットメン
トが必要である。

4.アジャイルガバナンス  

アジャイルガバナンスを確立することは、「Doing Agile」から「Being Agile」に移行するために極
めて重要であるが、多くの組織が高い頻度で予想外の大きな課題に直面するのがこの段階である。

5.アジャイルな働き方  

組織のニーズに合わせたカスタマイズを行わずに標準的なツールを導入し、かつテクノロジーチー
ムによるサポートがない場合、アジャイルのメリットは非常に限定的なものになる。アジャイルが持
つ可能性を最大限に活用するには、デリバリーパイプライン、テスト自動化、モジュール化されたク
ラウドプラットフォーム、コンテナ化されたアプリケーションなどの最新アーキテクチャの採用を含
む、テクノロジー変革が必要である。 
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調査対象はドイツ、スイス、オーストリアを中心に200社以上（2022年11月から2023年1月）

管理職の階層 業界 企業規模

経営幹部または取締役会メンバー

バイスプレジデントまたは取締役
マネージャー

その他

12% 6%

7%

42% 21%

10%

15%
24%

48%

20%

32%

22%

14%

11%

10%

6%

部門の幹部またはビジネス・ユニット・リーダー
プロフェッショナルサービス1

化学、金属、エネルギー
通信／テクノロジー
製造
消費財
自動車
ヘルスケア・製薬

金融サービス
小規模（従業員数2,000人未満）

大規模（従業員数10,000人超）

中規模（従業員数2,000人～10,000人）

調査を補完するために、厳選され
た専門家へのインタビューを実施

図表3
本調査の概要

さまざまな業界におけるアジャイル組織の状況に関するStrategy&調査（調査方法）
Strategy&は、ドイツ語圏の200社超を対象にアジャイル組織の状況に関する調査を実施した。

本調査の目的は、さまざまな規模や業種の組織でアジャイルが重要なテーマであるかどうかを評価
すること、アジャイル・オペレーティング・モデル採用の範囲を特定すること、また何がうまく機能し、
何が機能していないかを明らかにすることであった。また、毎年開催しているアジャイルパネルから
も引き続き知見を得ており、今年は保険、小売・消費財、ヘルスケア業界のパネリストと学界の代
表者を交え、さまざまな業界におけるアジャイル組織の状況について議論した。

1 その他を含む 
出所：Strategy&分析
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未着手

進行中

完了済み

<500 17%

3%

92% 8%

87% 13%

94% 6%

73% 23%

49% 34%

10,000-100,000

>100,000

2,000-10,000

500-2,0001

1その他を含む 
出所：Strategy&分析

図表4
規模別のアジャイル変革の状況

重要なポイント
アジャイル変革は全ての調査サンプルで確認されたが、進捗はほとんど
のケースで完了からほど遠く、大企業ほど進捗が遅い。企業は、アジャイ
ル変革が常に進行中のプロセスであることを認識すべきである。

アジャイル変革の状況

アジャイルは、通信／テクノロジーのような最新技術に精通し高度にデジタル化された業界、
規制の厳しいヘルスケア・製薬業界、デジタル化が進まない／ハードウェア主流の製造業界を含
め、全業界の企業にとって重要なテーマである。

本調査に参加した企業の大多数（76％）が、アジャイル変革のプロセスを進行中であると回答
しているが、アジャイル変革を完了したと回答した企業はわずか6％であった。さらに、調査対象企
業の18％は、アジャイル変革をアジェンダに組み入れているが、いまだ着手していない。

従業員数2,000人超の大企業の進捗が最も遅れている（図表4参照）。その過半数がプロセス
を開始しているものの、アジャイル変革が完了したと回答した企業はない。従業員数500人未満の
企業の中には、アジャイル変革を完了した企業もあるが、小規模な企業ではアジャイル変革に着
手している企業が少ない。

小規模な企業の完了率が高いのは複数の要因が考えられる。第一に、小規模な企業は通常、
組織構造やプロセスが比較的複雑ではないこと。第二に、アジャイル変革の範囲がより明確に定
義されている傾向が見られること。最後に、小規模な企業は時間的なプレッシャーが少ないことが
多く、より正確かつ徹底したイニシアチブを実行できることだ。これとは対照的に、大規模な組織で



Strategy&   |   未完のアジャイル変革 10

は、プロセスが過度に複雑化されており、アジャイル変革の適切な範囲を設定することに苦戦し、
変革のスピードが遅くなる傾向がある。 

全体として、私たちの調査結果は、アジャイルが重要な概念であり、業界や企業規模にかかわら
ず関連性があることを示している。さらに重要なことは、ある調査参加者の言葉を借りれば、アジャ
イル変革とは「組織の進化に応じて継続する、終わりのないプロセス」ということである。アジャイ
ル変革には時間がかかり、大規模になれば予想以上のものとなる。特に重要なカルチャーとリー
ダーシップの変革は、常に時間がかかる困難なプロセスだ。

企業は変革への期待を管理する必要がある

アジャイル変革の成功は、課題の深度と、進展に必要な時間を認識できるかどうかにかかっている。急速な変革を期
待していた企業は失望する可能性が高く、プロセスを断念しかねない。私たちの調査によると、アジャイル変革は通
常、予想された期間を超えている。変革が進行中の企業は、着手から平均してすでに4年以上を費やしている。また、
過半数の企業がアジャイル変革に取り組み始めたのは2017年以降であった。最も進展が速かったのは、まず特定の
プロセスや機能に注力し、その後に拡張性に努めた組織である。
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アジャイルは、優れた企業との競争を目指す企業にとって、オペレーティングモデルの不可欠な
一部となりつつある。あらゆる業界の企業がアジャイルに取り組んでいる（図表5参照）が、外的な
セクター要因が組織内でのアジャイルアプローチの採用や導入する範囲に影響を与える可能性が
ある。ほとんどのセクターの企業がアジャイル変革に着手しているが、最も進んでいる通信／テクノ
ロジーでさえ、完了したと回答した企業はわずか11％だった。調査対象8業種のうち5業種で、ア
ジャイル変革が完了したと回答した企業はない。

私たちの調査では、通信／テクノロジーと金融サービスが、他の業界と比較して包括的なアジャ
イル変革の達成に先んじていることが判明した。アジャイルマニフェストがソフトウェア開発業界で
生まれたことを考えると、これは驚くことではない。さらに、通信／テクノロジーと金融サービスは
いずれもデジタル化が進んでおり、アジャイル手法の採用に伴うメリットを深く理解している。

自動車、資源／エネルギー、消費財では現在アジャイル変革が進行中であるが、ヘルスケア・製
薬および製造ではいまだ着手していないと回答した企業が多い。

1 その他を含む 
出所：Strategy&分析

図表5
業種別のアジャイル変革の状況

未着手

進行中

完了済み

通信／テクノロジー

自動車

化学、金属、エネルギー

消費財

ヘルスケア・製薬

製造

プロフェッショナルサービス1

金融サービス

17% 74% 11%

14% 70% 16%

76% 22%

92% 8%

82% 18%

80% 20%

78% 22%

72% 28%

3%
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自動車では、テクノロジーとデジタル資産が製品のシェアに大きく貢献しており、モビリティエコ
システム内の他のソリューションにおいてもそれらの貢献度が高まっている。これらの一部の製品の
サイクルタイムは自動車自体のサイクルタイムよりも大幅に短く、開発サイクルが短いこととエンド
ユーザー志向への強いフォーカスにより、自動車の研究開発、マーケティング、販売、ITにおいてア
ジャイルの重要性が高まっている。

ヘルスケア・製薬は、その複雑な規制の状況や製品承認における官僚主義的なプロセスによ
り、重大な課題に直面している。こうした要因が、この業界におけるアジャイル手法の普及を妨げ
ている。しかしながら、私たちはデリバリーやセールス、マーケティングではアジャイルが展開され
ているのを目の当たりにしている。

製造では、一般的にデジタル化のレベルが平均よりも低く、アジャイルの実践があまり進んでい
ない。これは主に、連続的で相互依存的な工程が含まれることが多い製造プロセスの性質による。
この業界での重要な焦点は、ハードウェアにソフトウェアコンポーネントを組み合わせて同期させる
効果的な方法を見出すことであり、全体的な「システム思考」アプローチに注力することで将来的
にアジャイルの普及が促進される可能性がある。
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重要なポイント
アジャイルが持つ力を十分に活用できている企業は約30％に過ぎない。
これは「Doing Agile」であることと「Being Agile」であることに根本的
な違いがあるためだ。メリットのほとんどが「Being Agile」から得られる
ことを企業は認識すべきである。

アジャイル・オペレーティング・モデル

アジャイルなターゲット・オペレーティング・モデル（TOM）は、アジャイルなリーダーシップと
カルチャー、アジャイルガバナンス、アジャイルな働き方という3つの本質的なレベルで構成されて
いる。これらが相互に関連するレベルが、組織のアジャイル変革のバックボーンを形成する。

私たちの調査では、アジャイルなTOMの全体的な成熟度は高く異なっていることが判明した（次
ページの図表6参照）。ほとんどの企業（約70％）は、「Doing Agile」のカテゴリーに分類され、アジャ
イルの実践を部分的に採用しているが、アジャイルのマインドセットを組織のDNAに完全には組み
入れていない（アジャイルな働き方のみを導入しているのが典型的である）。「Being Agile」と真に
主張することができるのは一部の企業（約30％）のみである。これらの企業は、アジャイルガバナン
ス、アジャイルなリーダーシップとカルチャーを通じて、全体的な変革を実現し、日々の事業活動に
おいてアジリティの基本原則を体現している。こういった、あるレベルから次のレベルへの移行は、
時間とコミットメントと忍耐を必要とするプロセスである。

また、私たちの調査によると、多くの企業が自社のアジャイル変革の程度を過大評価しているこ
ともうかがえる。変革が完了したと主張しているにもかかわらず、多くの企業は、「Being Agile」で
あることのメリットを十分に活用するためには依然として多くの課題を抱えている。アジャイル変革
が完了したと考えている企業のうち、アジャイルリーダーシップを完全に導入しているケースは
75％、アジャイルガバナンスを実現しているケースは50％に過ぎない。このことは、組織の活動、文
化、マインドセットをアジャイルの原則に合わせるための継続的な改善と取り組みが重要であるこ
とを浮き彫りにしている。

また、自社のアジャイルの取り組みを過小評価している企業もある。いまだアジャイル変革に着
手していないと回答する企業の中にも、すでに何らかの形でアジャイルの原則を取り入れている企
業が存在するためだ。アジャイル変革を進めていないと考える企業のほぼ4分の1が、実際には典
型的なアジャイル手法を採用していた。いまだにアジャイル変革に正式に着手していない企業で
あっても、組織のアジャイルプラクティスの探求と採用を促進していたということだ。

つまり、アジリティの力を活用しようとする組織にとって、アジャイルなTOMは「北極星」の役割
を果たす。単に「Doing Agile」という初期段階を超えて、真に「Being Agile」であることを目指す
ことが極めて重要なのだ。多くの企業が「Doing」段階で行き詰まっているように見受けられるが、
そのメリットを十分に享受するためには、その段階を超えて進めることが必要不可欠である。その
道のりには困難が伴うかもしれないが、適応力の強化、イノベーション、顧客価値志向から得られる
メリットを考えれば、追求する価値は十分にある。以降のセクションでは、アジャイルなTOMの3つ
のレベルをより詳しく説明し、重要な知見について紹介する。
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出所：Strategy&分析

図表6
アジャイルなTOMと変革の状況

全体像

“Being Agile”

1
2
3

“Doing Agile”

1

レベル カテゴリー アジャイル変革の状況

0-20% 41-60% 81-100%61-80%21-40%

アジャイルなリーダー
シップとカルチャー
 アジャイルなカルチャー
とリーダーシップ
 アジャイルのKPI/

OKR

アジャイルガバナンス
 アジャイルな予算編成と
プランニング
 スケールドアジャイルの体制

アジャイルな働き方
 アジャイルチームの
構成と役割
 アジャイルのプロセス
とツール

2

1

未着手

10%

12%

22%

進行中

22%

44%

79%

完了済み

94%

50%

75%

3

約30％
「Being 

Agile」

約70％
「Doing 

Agile」
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出所：Strategy&分析

図表7
トップマネジメントのコミットメント

74% 
< 40% 

トップマネジメント
全管理職

認識された
コミットメント

トップマネジメントの
コミットメントを認識トップマネジメントの高い

コミットメントを報告

重要なポイント
アジャイル変革に対する経営陣のコミットメントは、全ての階層で等しく認識
されているわけではない。アジャイル変革を成功させるには、経営陣の強い
コミットメントが必要である。企業は、自社を客観的な目で見て、リーダーシッ
プが実現しているかどうかを自問する必要がある。

アジャイルなリーダーシップとカルチャー

アジャイル組織への変革には、オペレーティングモデルの根本的な再設計が必要である。この移
行において最も重要な要素が、組織文化とリーダーシップだ。「Doing Agile」から「Being Agile」へ
の移行に必要な行動を組織内のメンバーに促す上で、経営陣が模範や中心的な役割を果たすこと
が広く認識されている。

私たちの調査において、経営陣のコミットメントに関する認識は、管理職の階層によって明らかな
格差が見られた（図表7参照）。調査に回答した経営陣のほぼ4分の3（74％）がアジャイル変革へ
の高いコミットメントを報告している。しかし、この信念には根拠がない可能性がある。下位の管理
職階層のうち、経営陣には高いコミットメントに適応した十分なリーダーシップがあると回答した
割合は40％未満だったからだ。

企業のリーダーがアジャイル変革に前向きな姿勢を持っていたとしても、対応する目標や測定値
に具体化されていないように見受けられる。リーダーがアジャイル変革の目標を設定し、進捗状況
を追跡していると回答したのは、回答者の4分の1のみだった。

経営陣は模範を示して変革を主導することが期待されており、アジャイル変革にはリーダーシッ
プの行動、意思決定、コミュニケーションスタイルの変更も必要だと理解しなければならない。

アジャイル自体は目的を達成するための手段ではなく、特定の戦略的目標を達成するための手
段であることを忘れてはならない。リーダーは、「アジャイル変革によって達成すべき戦略的目標は
何か？」という根本的な問いに対する答えを持っていなければならない。これらの目標を伝達し、測
定し、追跡することが、成功には不可欠である。
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重要なポイント
アジャイルガバナンスを確立することは、「Doing Agile」から「Being 
Agile」に移行するために極めて重要であるが、多くの組織が予想外の 
大きな課題に高い頻度で直面するのがこの段階である。

アジャイルガバナンス

アジャイル組織への変革には、ローカルアジャイル、進化的変革、アジャイル革命という3つの方
法がある（概要については図表8参照）。どのアプローチが優れているということはなく、適切なアプ
ローチは組織の具体的な状況や達成すべき目標に応じて決まる。アジャイルがどのように導入され
るかにかかわらず、アジャイルガバナンスの導入は遅れている（13ページの図表6参照。「レベル2：
アジャイルガバナンス」の割合が圧倒的に低い）。全参加企業のデータから、79％が「レベル1：アジャ
イルな働き方」を導入しているが、次のステップであるアジャイルガバナンスの導入に苦戦している
ことが分かる。しかし、アジャイルガバナンスは、「Doing Agile」から「Being Agile」に移行するた
めに極めて重要である。アジャイルガバナンスへの変革とは、アジャイルな予算編成プロセスの導
入、大規模なポートフォリオ管理の確立、アジャイルの「新たに導入するモデル」に合わせた目標設
定への調整、新しい働き方に合わせた報酬とインセンティブの導入を意味する。

特に、アジャイルな予算編成とポートフォリオ管理の導入に苦戦している企業が多い印象がある。
これは、大規模なアジャイル組織が機能するためには、以下の3つのポイントが極めて重要であるこ
とを意味している。

1. 柔軟性と整合性 アジャイルな予算編成によって、リソース配分と資金調達の意思決定をよ
り柔軟にできるようになり、取り組み全体を通じて優先順位やニーズの変
化を受け入れられるようになる。そうすることで、顧客のニーズの変化の
把握と変化への対応、ニーズに応じた新たな価値提供といったことが可
能になり、これらはアジャイルの原則に合致している。   

2. 透明性と説明責任 アジャイルな予算編成は、全てのステークホルダーに予算配分と支出を
可視化することで透明性を高める。また、予算が効果的に使用されている
ことを確認するためにチーム間で説明責任を果たす土壌も形成する。   

3. 価値主導の 
アプローチ

あらかじめ決められた予算に従って顧客に価値を提供する。このアプロー
チによって、優先順位の定期的な再評価と、期待値に基づいた資金調達
の意思決定が可能になる。
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出所：Strategy&分析

図表8
3つのアジャイル導入方法

達成する目標に応じて、ローカルアジャイル、進化的変革、アジャイル革命という3つの導入方法がある。

1. ローカルアジャイル 2. 進化的変革 3. アジャイル革命

オペレーション
IT運用
IT変革
プロダクト
移行プロジェクト

財務・会計
など
…

IT業務

基幹業務

1

2

サービスセンター
…

支店／統括本部
ビジネスバンキング
など
…

サービス

販売

説明

アジャイル開発

アジャイル組織

機能別組織機能別組織

アジャイル組織

3

1

機能別組織

アジャイル組織

12

 アジャイル・オペレーティング・モデ
ルの段階的導入
 アジャイルな文化への緩やかな変
革、従来型の機能別組織外でアジャ
イル組織を一時的に立ち上げる

 アジャイル・オペレーティング・モデ
ルをワンステップで全社に展開 

 ほとんどがトップダウンによる目標
志向の変革であり、組織や文化全体
の抜本的な転換を伴う

 特定のチームによるアジャイルプラ
クティスの活用（ITのソフトウェア開
発など）
 全体的なオペレーティングモデル、
文化、組織の変革は限定的

1

1

1

1

3
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大規模なアジャイルガバナンスの導入は、パラダイムの変化に伴い以下のような大きな課題を
もたらすため、難易度が高い。意思決定に関するアジャイルなマインドセットを醸成することに組
織全体で粘り強く取り組む必要がある。

• 予算とケイパビリティ： 大規模な体制やポートフォリオ管理を導入するための理解やスキルが不
十分。

• 継続的な優先順位の再調整： 戦略的目標、プロジェクトの優先順位、リソース配分の整合性の
欠如に加えて、意思決定のためのデータや測定基準が古いか不完全。

•  視点の切り替え： 機能別から顧客価値志向に視点を切り替えることに対する従業員や経営上
のステークホルダーからの抵抗。

•  アジャイルとウォーターフォールの接点の管理： ウォーターフォールとアジャイルの共存は避け
られないことが多い。しかし企業は、その接点をどのように管理するかだけでなく、アジャイルを
適用する古い世界をどのように残すかが極めて重要だと理解する必要がある。

•  最終的な問題はコラボレーションと歩み寄り： テクノロジー、機能、顧客に関する意思決定につ
いて、ステークホルダー間のコミュニケーションとコラボレーションが不十分。
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重要なポイント
組織の需要に合わせた調整を行わずに標準化されたツールを導入し、かつテクノ
ロジーチームによる支援がない場合、アジャイルのメリットは非常に限定的なも
のになる。アジャイルが持つ可能性を最大限に活用するには、デリバリーパイプラ
イン、テスト自動化、モジュール化されたクラウドプラットフォーム、コンテナ化さ
れたアプリケーションなどの最新アーキテクチャの採用を含めたテクノロジー変
革が必要である。

アジャイルな働き方

企業の回答によると、アジャイルの導入レベルが最も高いのは働き方である。これはほとんど
の場合、経営陣主導のアジャイル変革戦略を正式に導入しているかどうかとは無関係だ。調査で
は、「私の会社には、アジャイルな方法で効果的な業務を支援する適切なツールがあり、利用す
ることができる」いう選択肢のスコアが圧倒的に高く、1から10のスケールで平均スコアが約7.1
であった。導入率が最近上がった要因の一つは、COVID-19のパンデミック中に新しい働き方が
出現したことである。
　
しかし、これらのツールは往々にして効果的な利用が追い付いていない。なぜだろうか？アジャイ
ルのメリットを十分に活用するには、組織に標準的なツールを単に導入するだけでなく、これらの
ツールを具体的な需要に合わせて調整し、最新の状態に保たなければならない。私たちの経験に
よると、組織全体としてガバナンスを利かせるためにルールを設定する一方、アジャイルのメリット
を十分に享受しているのは現場のチームが自分たちのニーズに合わせて仕事の仕方を決められる
よう一定の自由度や裁量を与えている場合である。例えば製薬業界では、大企業内の一部のチー
ムがスプリントに品質保証期間を導入して、その期間中に全てのコンプライアンス要件を満たして
いることを確認することに成功している。スプリントに品質保証期間を導入する手法は標準フレー
ムワークには含まれていないものであった。

さらに、アジャイルが持つ可能性を最大限に活用するには、デリバリーパイプライン、テスト自動
化、モジュール化されたクラウドプラットフォーム、コンテナ化されたアプリケーションなどの最新
アーキテクチャの採用を含む、テクノロジー変革が必要である。例えば、デリバリーパイプラインに
より、組織はソフトウェアの開発、テスト、デプロイの工程を自動化できるようになる。これによって
継続的なインテグレーションとデリバリーが容易になり、頻繁で信頼性の高いアップデートのリ
リースが可能になる。同様に、テスト自動化は、開発ライフサイクルを通じて製品の品質を維持す
る上で極めて重要な役割を果たす。テスト手順を自動化することで、組織は問題を迅速に特定し
て修正することができ、それによって高品質な製品を確実に提供可能になる。しかし、モノリシック
なアプリケーション構造や複雑な依存関係に苦戦している企業にとって、基礎となるアーキテク
チャとイネーブリングアーキテクチャをともに成熟させる道のりは実現困難であることが多い。こ
れは、アジャイルターゲットを大規模に運用するために、エンドツーエンドの視点が不可欠である
大きな理由でもある。
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結論
本調査により、アジャイル変革における以下の重要な成功要因が特定された。 

アジャイル変革 アジャイル変革は一夜にして実現できるものではない。最後までやり遂
げる勇気と忍耐が必要である。企業は過大な目標を設定せず、常に現実
的な範囲とタイムラインを設定しなければならない。適切な組織文化は
変革における最も重要な要素の一つであるが、文化の変革は、時間がか
かる困難なものであることが多い。

アジャイル・ 
オペレーティング・ 
モデル

「Doing Agile」と「Being Agile」は別物である。アジャイルの力を最大
限に活用するために、企業はオペレーティングモデル全体を根本的に再
設計する必要がある。しかし、この移行を秩序立った方法で管理するため
には、企業が変革の最中にアジャイル以前の重要な要素を保持しつつ、
「旧来のモデル」と「新たに導入するモデル」の接点を管理しなければな
らない可能性がある。

アジャイルな 
リーダーシップと 
カルチャー

アジャイルは手段であり、目的ではない。リーダーは、「アジャイル変革
によって達成すべき戦略的目標は何か？」という根本的な問いに対する
答えを持っていなければならない。さらに、進歩と成功を認めて褒めたた
えつつ、失敗を受け入れる覚悟を通じてアジャイルへのコミットメントを
示す必要がある。

アジャイルガバナンス アジャイルガバナンスは、「Doing Agile」から「Being Agile」に移行す
るために極めて重要である。リーダーは、予算編成、目標設定、ポートフォ
リオ管理などの「正式な」ガバナンスを新しい働き方に合わせ、有言実
行できるように変革を行わなければならない。

アジャイルな働き方 さまざまなツールをやみくもに導入するのではなく、組織内の人々の実
際のニーズを満たすように調整しなければならない。アジャイル変革を
成功させるには、従業員の関与と支援が不可欠である。真のアジリティ
を実現するためには、新しい働き方だけでなく、モジュール化されたクラ
ウドプラットフォームやコンテナ化されたアプリケーションのような最新
のテクノロジーを採用することも重要だ。

Agile 

transformation

Agile operating 

model

Agile leadership 

and culture Agile 

governance

Agile way of 

working

"Being Agile"
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